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研究成果の概要（和文）：本研究では、総合的な土地利用適正評価手法としてエコロジカル・プ

ランニングと自然立地的土地利用計画に着目した。エコロジカル・プランニングは利用に関し

て手続きが煩雑であり、自然立地的土地利用計画手法は潜在自然植生に関する専門知識が必要

であるために、その有用性が十分に実証されなかった。しかし、近年の市町村合併により多く

の自治体は、農林地を含む広範囲の土地利用計画の効率化が要求されており、2011 年 3 月に発

生した東日本大震災によって、改めて総合的な環境評価の重要性が浮き彫りになった。よって

東日本大震災の被災地を含む福島県と長野県の地域を対象とした総合的な土地利用適正評価手

法の有用性の検証と、簡略化モデルの提案を行った。 
 
研究成果の概要（英文）： In this study, we focused the human ecological planning and 
Landscape planning methodology based on potential natural vegetation estimation(LPPN) as 
the overall land use propriety evaluation method. The procedure is complex for the human 
ecological planning, and expertise concerning vegetation is necessary for the LPPN. Thus, 
the utility of these holistic land use suitability evaluations was not proven enough in 
Japan. However, the importance of these suitability evaluations was clarified due to the 
East Japan great earthquake in 2011. Therefore, the simplification process proposed the 
holistic verification of the utility of the land use propriety evaluation method in the 
Fukushima and Nagano region. As a result, we proposed the simplification model which was 
able to be applied also to the country region and the East Japan great earthquake disaster 
area. 
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のものを見直す時代に突入した。ランドス

ケープ・プランニング(緑地計画学・近代造

園学)の分野では、Ian Mcharg や武内和彦、

亀山章などにより、1970 年代から総合的

な土地利用適正評価の必要性や、その方法

論の提案がなされてきた。 
 しかしながら、土地の造成を土木分野が

主導し、その上の構造物の計画を建築分野

が主導する分業構造により、その土地利用

の配置や、規模の計画に関わるべきランド

スケープ計画が十分に活用されなかった。 
 このような背景には、住宅地、道路、公

園、生産緑地等の複合的な集合領域を対象

単位とした計画手法が、各学問領域や行政

単位(利権構造)の範疇を超えた越権的行為

としてタブー視されてきたともいえる。 
   
 
２．研究の目的 
 本研究では、1. Ian Mcharg のエコロジ

カル・プランニングと 2. 武内和彦、亀山

章などが提唱した自然立地的土地利用計

画の課題や現代的な意義を再評価すると

ともに、特に過去の土地の使い方に立脚し

た新たな土地利用区分手法の有効性を検

証することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 1)総合的な土地利用適正評価の課題と現

代的な意義の再評価 
 ここでは、東日本大震災の被災地を対象

地として、1980 年に整備された後、お蔵

入りしていた国土庁計画・調査局とリジオ

ナル・プランニング・チームによる「エコ

ロジカルプラニングによる土地利用適正

評価手法調査」の総合的な環境評価目録を

用いた自然災害の事前予測と、災害後の復

興計画に対する意義の再評価を行った。 
2)総合的な土地利用適正評価手法の簡略化

モデル 
 引き続き、エコロジカル・プランニング

に比べて少ない指標での総合的な土地利

用適正評価手法である自然立地的土地利

用計画の現代的な意義と簡略化の可能性

について検討を行った。 
 この計画手法は、少ない指標で総合的な

環境評価が可能になるが地域環境のポテ

ンシャルを表す指標(潜在自然植生)を基準

とするために、利用に関して植生に関する

専門知識が必要であり、緑地以外の土地利

用区分の計画(例えば住宅地、都市的施設)
への応用が難しいとされる。よって、かつ

ての歴史的な土地利用パターンが判読可

能な、米軍写真データ(1950 年代のモノク

ロ空中写真)の判読結果を、潜在自然植生図

の代わりに代用した土地利用区分の妥当

性やその効果について検討を行った。 
 
４．研究成果 

  1)総合的な土地利用適正評価の課題と現

代的な意義の再評価 
  論文①で明らかにしたように、1980 年

の国土庁の基礎調査データの中で地質(地
滑り)、植生・土地利用(地盤保持)、地形(洪
水)などの自然脆弱性の総合評価を行うこ

とで、福島の原子力発電所の敷地が相対的

にみて災害に弱い土地であったことが理

解できることを示した(図-1)。 



 
 

 また、同様の総合的な土地利用適性評価

の目録を活用することで、学会発表①のよ

うに東日本大震災後に計画された復興住

宅の敷地の安定性の評価も可能であるこ

とを指摘できた(図-2)。 
 さらに、この 1980 年当時のエコロジカ

ル・プランニングの基礎資料が、なぜ活用

できなかったのかについて、実際に災害予

測や土地利用適正評価に利用してみるこ

とで実証的な検討を行うことができた。 
 その結果、本手法が生まれたアメリカ合

衆国に比べて、日本の環境区分が何倍も複

雑であるにも関わらず、アメリカでの目録

整備と全く同様のプロセスで環境区分と

土地利用適正評価の関係性を分析し、マト

リクス(対応表)を作成したために、当時の

コンピューターや行政の事務処理能力を

大きく超えた膨大な情報となってしまっ

たことが一因である可能性を指摘した。 
また、同地域において、旧版地図などの

過去の土地利用履歴を参考にした土地の

性質の簡易な推定の可能性も合わせて指

摘できた(図-3)。 
 
2)総合的な土地利用適正評価手法の簡略化

モデル 
 もう１つの総合的な土地利用適正評価

手法でありながら、その環境評価指標を潜

在自然植生区分に特化した「自然立地的土

地利用計画」に着目した。 
この手法が十分に活用できなかった理

由である潜在自然植生区分の判定を簡略

化する目的で、県全域の潜在自然植生区分

が整備されている長野県を対象し、米軍写

真から作成した伝統的な植生・土地利用図

との環境説明能力の比較を行った。 
 その結果、米軍写真および旧版地形図か 
 

図-2 災害危険度総合評価と 
A 町と B 市の住宅移転地 

A 町：総合計画タイプ 

B 市：個別対応
  タイプ

津波被災 
住宅移転地 

0       3km 

図-1 エコロジカル・プランニングによる総合的な
災害危険度評価結果と福島第一、第二原子力
発電所の敷地との関係性 



 
 

ら読み取れる伝統的な植生・土地利用のパ

ターンと地域の自然環境の統合指標でも

ある「潜在自然植生区分」や、「災害の危

険度の評価結果」と関連性を確認できた(表
-1,2)。 
 以上の分析結果から、米軍写真および旧

版地形図から読み取れる伝統的な植生・土

地利用のパターンを活用することで、総合

歴史的な
土地利用
パタン

標高
傾斜
角度

集水
面積

崩壊
危険度
(トロー

エ)

土壌
侵食性

土壌
生産性

土壌
透水性

歴史的な
土地利用
パタン

1.00 0.36** 0.20** -0.06** 0.07** 0.04** -0.26** -0.21**

標高 0.36** 1.00 0.05** -0.15** 0.23** 0.24** -0.72** -0.60**

傾斜
角度

0.2** 0.05** 1.00 -0.16** 0.03** -0.07** -0.03** -0.03**

集水面積 -0.06** -0.15** -0.16** 1.00 -0.10** -0.04** 0.06** 0.03**

崩壊危険度
(トローエ)

0.07** 0.23** 0.03** -0.1** 1.00 0.07** -0.10** -0.07**

土壌
侵食性

0.04** 0.24** -0.07** -0.04** 0.07** 1.00 -0.46** 0.02**

土壌
生産性

-0.26** -0.72** -0.03** 0.06** -0.10** -0.46** 1.00 0.78**

土壌
透水性

-0.21** -0.60* -0.03** 0.03** -0.07** 0.02** 0.78** 1.00

終戦後の植生・土地利用区分: 1.住宅地、2.常畑、3.草地、4.
疎生林(焼畑)、5.竹・笹林、6.針葉樹林、7.広葉樹林 
土壌崩壊危険度(トローエ):1.散水洗滌斜面(最も安定)、2.集水
洗滌斜面(次に安定)、3.散水匍行斜面(不安定)、4.集水匍行斜面
(最も不安定) 
土壌侵食性: 4.高(高山性岩屑土)、3.中上(乾性ポトゾル、乾性
褐色森林土)、2.中下(湿性ポトゾル、黄色土、褐色森林土) 
土壌生産性:4.高(褐色森林土)、3 中上(乾性褐色森林土)、2.中下
(黄色土)、1.低(乾性ポトゾル、湿性ポトゾル、高山性岩屑土) 
土壌透水性：4.高(高山性岩屑土、乾性褐色森林土)、3 中上(褐
色森林土)、2.中下(乾性ポトゾル、湿性ポトゾル、黄色土) 

表-2 飯田市上村の環境特性と歴史的な 
植生・土地利用との相関関係 **P<0.01 

住宅地 常畑 草地
疎生林
(焼畑)

竹・
笹林

針葉
樹林

広葉
樹林

合計
(ha)

コメツガ
群落

0 0 236 457 2 1499 278 2471

スズタケ-
ブナ群団

9 326 144 1650 25 2364 617 5135

コカンスゲ-
ツガ群落、
サイコク

ミツバツツジ
-ツガ群集地

1 77 8 1889 0 498 94 2568

ミヤマクマワラビ
-シオジ群集、
タマアジサイ

-フサザクラ群集地

2 0 26 190 0 182 34 434

マツバスゲ-
ハンノキ群集地

0 17 0 17 0 2 0 36

スズタケ-
ミズナラ群落

0 3 3 132 0 6 5 149

フジアザミ-
ヤマホタルブクロ

群集地
0 0 0 16 0 34 4 54

アラカシ
群落

2 16 0 9 0 17 3 46

アブラチャン-
ケヤキ群集地

11 92 3 496 0 270 46 917

自然裸地 0 0 0 0 0 47 7 55
ミネズオウ-

クロマメノキ
群団

オヤマノエンドウ
群団

0 0 0 0 0 1 0 1

コケモモハイマツ
群団

0 0 0 0 0 32 2 33

シラビソ-
オオシラビソ群落

0 0 5 1 0 539 75 620

 カラマツ先駆相 0 0 0 0 0 3 0 3
ミドリユキザサ-
ダケカンバ群団

0 0 0 0 0 72 3 75

ミヤマカンスゲ-
チシマザサ群集

0 0 27 5 0 54 4 89

合計 24 532 451 4861 28 5619 1171 12686

各歴史的な植生・土地利用区分と潜在自然植生区分のクロス集計で

最も配分が大きい属性を示す 

表-1 米軍写真から判読した第二次大戦後の植生 
・土地利用と潜在自然植生区分との関係性 

かつての集落のエリアに立つ住宅は 

海や干潟が終戦後に宅地化された場所 

に比べて津波や地震の被害が小さい 
◯残存家屋 

☓流出家屋 

図-3 1917 年の旧版地図にみる歴史的な植生・土 
地利用パターンと東日本大震災の津波被害の
関係性 

かつての海岸の荒地の 

上に建設された建物の 

95％が 2011 年の津波で

流出 

(田老地区、摂待地区) 



 
 

的な土地利用適正評価手法を簡略化した

分析が可能であることを提案した。 
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